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障害者相談支援事業を消費税非課税事業とすることを求める意見書について 

 

 

 

障害者相談支援事業を消費税非課税事業とすることを求めることに関して，別紙のとお

り意見書案を提出する。 

 

 

令和６年１０月８日 
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品 田 ときえ 

高 見 一 典 



 

 

障害者相談支援事業を消費税非課税事業とすることを求める意見書 

 

 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づき市町村が実

施している障害者相談支援事業について，令和５年１０月４日付けで国から本事業が

消費税課税対象事業である旨の事務連絡が発出された。  

 本事業の性質及び事業内容は，社会福祉事業の非課税範囲として規定されていた平

成１３年当時から現在に至るまで変わっていない。また，高齢者施策における同種の

相談事業に当たる包括的支援事業は原則非課税であることとの整合性が図られている

とは言い難いと考える。 

 よって，国においては，本事業の性質や高齢者施策との整合性等を踏まえた上で，

消費税非課税事業とするよう求める。  

 

以上，地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。  

 

 

旭 川 市 議 会 


